
事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ●計画 ○非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

作成

　災害対策全般についての基本的事項を定めることにより、災害対策を総合的かつ計画的に推進し、もっ
て区民の生命、身体及び財産を災害から保護することを目的とする。

　区民、荒川区、防災関係機関（警察署、消防署、都水道東部第二支所、都建設局第六建設事務所、都下
水道局北部第一管理事務所、都交通局荒川電車営業所、陸上自衛隊第一師団、東京電力上野支社、東京ガ
ス東部支店、NTT東日本‐東京東、荒川郵便局、東日本旅客鉄道日暮里駅、日本貨物鉄道隅田川駅、東京
地下鉄、首都圏新都市鉄道つくばTX、京成バス金町営業所、日本通運東京コンテナ支店、ヤマト運輸隅田
川コンテナ支店、東京女子医科大学東医療センター、荒川区医師会、荒川区歯科医師会、荒川区薬剤師
会、荒川区柔道接骨師会、荒川区獣医師会）

１　災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第16条の規定に基づき設置され、本部長（区長）及び委員
  （55名以内）で構成されている。
２　国又は都の被害想定の変更や、実際に起こった災害から得られた教訓等を踏まえ、荒川区防災会議条
   例第2条に基づき作成した「荒川区地域防災計画」の見直し、修正を行う。

平成 4年 6月26日 連絡調整会議開催
平成 4年12月15日 防災会議開催
平成 5年 5月17日 連絡調整会議開催
　地域防災計画平成4年版（修正版）発行
平成 7年 3月27日 防災会議開催
　阪神大震災による地域防災計画見直し
平成 8年 3月18日 連絡調整会議開催
平成 8年 3月29日 防災会議開催
　地域防災計画平成7年度版（修正版）発行
平成11年 4月19日 防災会議開催
　地域防災計画平成10年度版（修正版）発行

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

調査

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0

事項名
検討調査 調査調査

13年度
地域防災計画 調査

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度

00
00

18年度

0
3,056

3,056
3,056

3,056

0
2,867

3,136
2,013
854

2,867
10

0
0

138
0
0

0
0

0
0

0
3,151

3,748
3,151

3,151

0
00

810

0
0
0

810

0
858

災害対策基本法、都震災対策条例、区災害対策
基本条例、区防災会議条例、区地域防災計画

根拠
法令等

54

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

災害時における体制の強化[11-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

防災計画費（04‐14‐50‐01）

事務事業の種類

課長名

0
0
0
0

都（特定財源）

　法令等より設置が義務付けられている区の災害対策の根幹となる地域防災計画の策定等を行う。必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

858

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0

82

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

区民生活部防災課
内線 492和田　崇

　必要に応じ会議を開催。会長である区長が会務を総理する。

担当者名
防災計画費

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名

858
9451,000
810

17年度16年度15年度14年度

03-06-01



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

・首都直下地震(18年度3月東京都)による被害想定に基づく修正
・東京都地域防災計画(19年5月修正)との整合
・「安全安心都市あらかわ」の実現に向けた施策の反映
・国民保護計画等との整合
・より実効性のある計画としての修正

 19年度以降も原則として、毎年度修正を行うことと
する。

　経年による変化等を的確に計画に反映することによ
り、発災時に確実に対応できる体制を整備する。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

924
防災まちづくり講演会

節・細節
平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

防災会議委員報酬 304
災害医療連絡会委員報酬

18

91
防災会議賄、災害医療連絡会賄 18
地域防災計画(本編・概要版) 1,719
概要版全戸配布

0
0
0

金額（千円）

危険度等基礎調査 1,995

主な事項
報酬
報償費
食糧費

防災会議委員報酬
災害医療連絡会委員報酬

防災会議賄、災害医療連絡会賄

委託料
一般需用費

使用料及び賃借料

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

地域防災計画の作成（完成
度）

100
　19年度末に完成。以後、随時
修正を行っていく。

調査 検討 50 100

Ａ

前年度設定

　区の災害対策の根幹となる防災対策全般に係る基本計画である。

問題点・課題の改善策検討

22 0

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ａ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

03-06-01



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

１　自らのまちは、自らが守るという「互助・連帯」の精神の醸成をはかり、地域の防災力・防犯力の
　　向上を目指すため、区民が自らの視点で、防災・防犯の観点から地域の状況を把握し、その内容を
　　地域の地図として作成する。
２　災害時の避難場所や火災時の消火器設置場所、防災広場等を熟知し区民自らが安全対策を講じる。

　防災区民組織（町会・自治会）単位を対象

１　基本的な考え方
　・防災区民組織（町会）を単位とした地域の地図を作成する。
　・震災時の避難や日常生活での安全、安心な暮らしに役立てるとともに、安全・安心なまちづくりに
　　向け、危険な箇所の改善を目指す。
２　作成方法
（１）マップ作成にあたっては、町会等の地域の方々の協力を得て、作成する。
（２）検討内容等
　○地域の状況調査　防災及び防犯に関する地域の状況について、必要な情報を区民の協力を得て、把握
　　する。
　○地図に表示する内容
　・避難道路、避難場所までの避難経路・消火器の位置・防災広場、備蓄倉庫などの区の防災施設・町会
　　の防災資機材庫など町会の防災施設の場所等

　平成１７年１２月　緊急対応で各学校において安全マップを作成

目的

対象者
等

内容

0

（単位：千円）

実
績
の
推
移

2

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

地図作成防災区民組織数

事項名
1

13年度
安全マップ作成学校数

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度18年度

186

186
186

186

963

285
280
683

963
8

489

270
58
431

489
5

0

0

0

0

0

根拠
法令等

17

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
19終期設定
年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

災害時における体制の強化[11-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

地域安全マップ作成費（04-17-50-01）

事務事業の種類

課長名

0

都（特定財源）

既に各学校では、緊急対応で安全マップを全校で作成しており、防災区民組織を単位とした地図を作成す
ることで、地域の防災力・防犯力の醸成をさらに図る。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

区民生活部防災課
内線 492星野　伸治担当者名

地域安全マップ作成費

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名

17年度16年度15年度14年度

03-06-02



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　昨年、子供の安全対策の一環で全小学校において、緊急で安全マップを作成した。
　地域の防災対策は、防災区民組織を単位としているため、防災区民組織を単位に作成する必要がある。

防災区民組織に新たに防災の視点を加えてもらうこと
で、地域に根ざした地図の完成度を高める。

既存地図を活用することにより、効率的な地図の作成
を行うことが出来る。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

各防災区民組織を単位に作成した地域の防災地図を集
約することにより、荒川区全体の防災地図として作成
することができる。

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）
節・細節

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

町会別白地図 186地域安全マップ58

金額（千円）主な事項
280一般需用費 地域安全マップ

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

安全マップ作成学校数 －

2 116 118
平成１９年度は、各防災区民組
織ごとにデータを収集

－ 1 0 －

－ －

Ｂ

前年度設定

地図作成防災区民組織数

区民の安全･安心に対する意識啓発を図るうえで必要

問題点・課題の改善策検討

防災区民組織を単位とした地図を作成し、地域の防災
に関する意識向上を図る。

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

B

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

03-06-02



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（●直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

応急態勢の確保及びセンター受付のため

区職員、区民

　業　　務
　　夜間及び土・日・祝日において以下の業務を行なう。
（1）火災発生時等におけるセンター職員への連絡
（2）防災関係機関との通信連絡業務
（3）会議室利用者への対応
（4）電話受付
（5）1階展示コーナーの管理受付

　大規模災害が発生した場合、以下の業務を行なう。
（1）災害情報の収集
　　 防災センター内の電話・無線・その他の情報端末を使用し、東京都・警察・消防等から情報を収集
     する。
（2）区民からの問い合わせ対応等
（3）記録及び災害対策本部への情報の引継ぎ
　　 対応状況を整理し、防災課職員等に直前まで収集した情報を、引き継ぐ。その後、防災課職員等の
     業務を補佐する。

　　平成１１年度以前は区役所４階警戒待機室にて実施
　　平成１２年度から防災センター２階の災対宿直室にて実施
　　平成１７年度から、警戒待機業務を委託
　　平成１９年度から、委託業者及び管理職常駐

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

4,462

事項名 13年度 17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度18年度

12,581

12,581
12,581

12,581

8,074

7,145
7,135
939

8,074
11

7,750

7,321
7,319
431

7,750
5

4,617

4,632
4,617

4,617

4,540

4,540

4,491

根拠
法令等

56

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

災害時における体制の強化[11-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

警戒待機事業費（04‐21‐33‐01）

事務事業の種類

課長名

4,462

都（特定財源）

防災センターに常時人員を配置し、災害時の防災関係機関との連絡体制の確保必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
4,491

①決算額（19年度は見込み）
予算額

4,462

4,860

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

区民生活部防災課
内線 492早川　純

警戒待機時間　　　平日　　　　　１７：１５～８：３０
　　　　　　　　　土・日・祝日　８：３０～１７：１５　１７：１５～８：３０（二交替）
　　　　　　　　　年末年始　　　８：３０～１７：１５　１７：１５～８：３０（二交替）

担当者名
警戒待機制度

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名

4,491
4,6254,601
4,540

17年度16年度15年度14年度

03-06-03



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況 管理職による警戒待機は、16区で実施(18年9月現在)

未実施実施

発災時における指揮・命令系統の確立

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）
節・細節

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

警戒待機宿日直手当て 4,447
警戒待機業務委託料 7,277警戒待機業務委託料7,145

175

金額（千円）主な事項

7,135
宿日直手当

委託料
時間外手当

警戒待機業務委託料
小災害従事時間外手

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

Ｂ

前年度設定

態勢強化に向け充実を図る。

問題点・課題の改善策検討

20

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｂ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

03-06-03



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有○無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（○直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

村松　猛部課名

1,131
2,0091,820
1,885

17年度16年度

492尾澤　雄一担当者名
応急活動態勢整備

新規事業 19年度 18年度

計画区分

1,131

①決算額（19年度は見込み）
予算額

1,523

1,723

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

災害時の初動態勢を迅速に実施するため、職員の活動態勢を整備する必要がある。必要性

実施
方法

13年度 15年度14年度 19年度18年度

事務事業名

災害時における体制の強化[11-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

応急活動態勢整備（04-21-66-01）

事務事業の種類

課長名区民生活部防災課
内線

平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

1,523

都（特定財源）

56

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
終期設定

年度

1,885

1,885

1,131 3,377

3,551
3,377

3,377

2,902

2,384
2,040
862

2,902
10

2,310

2,014
1,407
903

2,310
25

8,792

8,792
8,792

8,792

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度
850

3,970

0災害時優先電話導入数

職員用備蓄食糧の入替（食) 1,120

0

1,200
3,970
28

3,970
800

28

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

1,523

職員用備蓄食糧の在庫数（食） 3,970

国（特定財源）

13年度事項名

（単位：千円）

800
3,600

清掃職員への防災服の貸与（着） 28 0
215

0
3,970

428
28 97

経過

目的

対象者
等

内容

荒川区災害対策基本条例、荒川区地域防災計画、荒川区小災害応急対策要綱、臨
時非常配備態勢及び特別非常参集職員の設置及び活動に関する要綱

根拠
法令等

大規模な災害の発生に備え、迅速かつ的確な区の初動態勢を確保する。

区職員/防災区民組織本部長

・職員用防災服貸与
　平成１１年度から、退職者等の返還された防災服を再利用し、新人職員等へ貸与。
　平成１３年度から、清掃業務が都から区に移管されたことに伴い、清掃職員に６年計画で防災服を
　貸与。平成17年度清掃職員全職員に貸与完了。
　一年２８着相当
　
・職員用の食糧等を備蓄する。
　職員用食糧等整備　　　１,６００人の食糧１日分（２食分　計３，２００食）を備蓄する。

・災害時優先携帯電話の配備
　災害時、一般加入電話が不通になることを想定し、災害対策本部員間で確実に連絡が取れ、迅速な情報
　収集と的確な意思決定ができる体制を確保するため、平成１５年度から、災害時優先携帯電話（通信規
  制がかかる一般用交換機とは別のルートを通るため、通信規制を受けない。）を配備している。
　　平成１８年６月１日現在　２８台　支出経費月額　約７５千円

実
績
の
推
移 2828

1,150
4,000

0
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事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

B

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

B

前年度設定

職員への防災服等貸与率

職員の災害時の活動の基本となる事業であり優先度が高い。

問題点・課題の改善策検討

22

100% 100% 100%

100% 100%

職員1,600人分の備蓄食糧

100% 防災服所有職員／全職員

100%

CATV使用料

防災服の貸与（サイズ変更用等）

防災服の貸与（清掃職員用）

職員用備蓄食糧

災害時優先携帯電話利用料

1,036

1,004

418

989

防災服の貸与（清掃職員用）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

職員用備蓄食糧充足率

防災区民組織本部長用ＰＨＳ

1299(役務費)

1,215

物品洗濯手数料

災害時優先携帯電話利用料

物品洗濯手数料

6,605
物品洗濯手数料 318

節・細節

防災服の貸与（サイズ変更用等）

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）金額（千円）主な事項

平成18年度（決算）

防災服の貸与（サイズ変更用等） 158
1104(一般需用費)

職員用備蓄食糧 252職員用備蓄食糧

金額（千円）

CATV使用料

災害時優先携帯電話利用料

・災害時の職員の役割について、より現実的な整理を行う必要がある。
・上記の役割に基づき、必要な態勢や資器材当の充実を計画的に行う。

現在見直しを進めている地域防災計画及び災対マニュ
アルにおいて整理を行う。

より現実的な対応を検討することにより、災害時にお
ける迅速な行動が期待できる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

100%

100% 100%

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

予
算
・
決
算
の
内
訳
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事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

4,915
7,3536,585
5,675

「荒川区総合訓練実施要領」を作成し、これに基づき各訓練を実施する。
会場設営等を委託（入札）17年度アコムレンタル㈱2,314千円、18年度三和舞台㈱3,491千円

担当者名
防災訓練費

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名 区民生活部防災課
内線 492星野　伸治

①決算額（19年度は見込み）
予算額

5,184

6,552

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

　いつ大地震が発生するか判らない状況の中で、区民の防災意識の向上と、区と防災関係機関との連携・
協力体制を一層充実させるために総合震災訓練の実施は必要である。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
4,915

5,184一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

災害時における体制の強化[11-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

防災訓練費（04－28－50－01）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

荒川区災害対策基本条例
荒川区地域防災計画

根拠
法令等

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度

5,675

5,675

4,915 2,566

6,588
2,566

2,566

15,510

6,785
4,737
10,773

15,510
120

13,948

11,805
6,024
7,924

13,948
100

0

12,863

0

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度
震災訓練参加者（会場・地域） 8,623 8,397 8,982 9,572 11,572

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

5,184

事項名

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

10,745

 地震の被害を最小限に止めるために、震災訓練を実施し、区及び防災関係機関並びに区民がとるべき防
災活動を実践し、市街地での同時多発災害に対応した防災対策の習熟と防災区民組織や各家庭、学校、事
業所等の防災意識の高揚を図るとともに、防災関係機関相互の連携・協力体制を強化する。

区民、防災区民組織、区内事業者、区内各協力団体、防災関係機関

【総合震災訓練】大規模災害の発生が予想された場合、住民の安全確保と被害の未然防止に必要な措置、
　行動を行うための予知対応型訓練と突然に発生した大規模な災害に対して、迅速に対応し、被害を最小
　限に止めるとともに、区民の混乱を防止し安全を確保するために、区及び防災関係機関並びに区民が相
　互に連携・協力して必要な措置、行動を行う発災対応型訓練を行う｡
【個別震災訓練】区、消防署、警察署、都関係機関、民間事業所などの各防災関係機関が、地域防災計画
　及び各機関の定める防災計画の習熟を目的に個別の震災訓練を実施する。また、各機関の事務分掌によ
　り住民に対して訓練指導を行い、機関と住民の協力体制の確立を図る。
【非常参集訓練】予め特別非常参集職員に指定されている区職員が発災後、どの程度の時間をかけ所定の
　場所に参集し、どういった活動を行なうかをシミュレーションすることにより発災時の初動態勢の充実
　を図る。

平成12年度会場訓練（西尾久）　　　　　　　1,700人
平成13年度大規模市街地発災型訓練・本部運営訓練・
　　　　　避難所開設訓練（東尾久・西尾久）3,083人
平成14年度大規模市街地訓練（日暮里）　　　1,382人
平成14年度避難所開設訓練(重点地区・荒川西部）579人
平成15年度会場訓練（西尾久）　　　1,700人

平成16年度都区合同訓練（南千住）　3,550人
平成17年度会場訓練及び市街地発災型訓練　 約3,000人
平成18年度町会防災本部設置及び広域避難場所への避難訓
練　4,000人
平成14年度より「非常参集訓練人件費」を事業統合した。
（1,624千円）

経過

10,000

03-06-05



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

B

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ｂ

前年度設定

防災区民組織主催訓練開催率

地域の防災力等を高める上で優先度の高い事業である。

問題点・課題の改善策検討

22

8
重点地区を含め、全８町会連合会
にて実施を目標。

参加者（区実施＋町会実施）

100 実施町会/全町会（再掲）

避難所開設訓練実施回数

11,5729,93710,745 10,870

59.0 68.4

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

訓練参加者数 11,000

90.6 91.5

1 2 1 6

委託料
一般需用費

使用料賃借料

備品購入費

時間外
報償費
賄費

総合震災訓練従事職員人件費

会場訓練医師等派遣謝礼

会場訓練等炊出訓練用材料

金額（千円）

訓練会場設営委託 3,545
会場訓練等消耗品等 832

会場訓練等炊出訓練用材料 445

主な事項
141
0

378
0

517
933

町会参加者移動用バス借上等

なし

2,476
427
0

会場訓練等消耗品等
訓練会場設営委託

790

0
会場訓練等炊出訓練用材料 700
会場訓練等消耗品等 1,132
訓練会場設営委託

会場訓練医師等派遣謝礼

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

956
452

総合震災訓練従事職員人件費 5,460
会場訓練医師等派遣謝礼

総合震災訓練従事職員人件費

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節

訓練用AED、５０型消火器

3,708
訓練資器材搬送トラック借上げ等

訓練用AED、５０型消火器 272

訓練資器材搬送トラック借上げ

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

総合震災訓練など継続して実施する｡
　被災時に起こり得る問題点を検証することで、被害
をより少なくすることができる｡

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　総合震災訓練は、防災区民組織単位のよりきめ細かい訓練へ移行していく。そのために、区民及び各防災
区民組織のさらなる意識の高揚が求められる｡区は、そのための情報提供、また、技術や物資の提供などの
支援をする必要がある｡
　荒川区災害対策本部の機能について、より実効性のあるものを検討する｡
　地震は、時期や時間帯を問わず発生するため、様々な条件下における訓練を行なう必要がある。
　地域によって防災に対する意識に差異があるため、意識向上を目指した地域の実態に即した訓練内容を考
慮する必要がある。
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事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

経過

　地域の防災力を高め、区の災害対策の充実を図るため、防災区民組織や区民レスキュー隊の活動を支援
するとともに、消火隊やレスキュー隊の合同研修会などを通して、「わが町はわが手で守る」という防災
意識の向上を図り、各地域での災害時の行動力と地域協力体制を築く。

区民全般

①防災区民組織（１１７組織）：災害時に備えて、区民が自助互助の精神に基づき、自らの生命と財産を
  守るとともに被害の軽減に努める｡
②区民消火隊（１３隊）：災害時の避難道路沿いの火災を制圧するとともに、防災区民組織の中核的役割
  を担い､当該地域内の消火活動を行う｡
③おんぶ作戦（避難援助体制、５５組織５９体制）：災害時に要援護者を安全に避難させるため、地域ご
　とに避難援助体制を整備し、非常時に備える。
④区民レスキュー隊（５６組織９２体制）：「わが町は、わが手で守る」という意識のもと、災害時に地
　域の力で区民を救助する。
  区は、防災区民組織および区民消火隊に毎年運営助成金を交付し、おんぶ作戦(避難援助体制)や区民レ
　スキュー隊には、結成時に助成を行っている｡

①防災区民組織：昭和５１年度から結成開始さ
　れ、昭和６３年度に結成率が１００％となり、
　現在１１７町会が活動中。
②区民消火隊：都より、昭和５４年度に区に
　移管。
③避難援助体制（おんぶ作戦）：昭和５８年度に
　区が国の「障害者福祉都市」の指定を受け、
　その一環として震災時における障害者等の
　安全避難策として発足。昭和５９年度に
　最初の体制が活動を開始。

④区民レスキュー隊は、阪神・淡路大震災を教訓に
　平成７年度、町会の発案により結成され、
　その後、各地域で結成。

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

92
4

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

16,642

区民消火隊操法大会
レスキュー隊研修会参加隊

8
25

事項名

0

93
8
424

7
92 92

7
7

89
5
24

13年度
区民レスキュー隊数 85

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度18年度

18,950

18,950
18,950

18,950

15,783

19,037
13,221
2,562

15,783
30

16,124

17,967
12,677
3,447

16,124
40

14,410

24,095
14,410

14,410

15,310

15,310

16,378

荒川区災害対策基本条例、荒川区防災区民組織
の育成及び指導に関する要綱

根拠
法令等

51

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

災害時における体制の強化[11-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

防災区民組織の指導育成（０４－３５－５０－０１）

事務事業の種類

課長名

16,642

都（特定財源）

区民自らが、「区民の生命・財産を自らが守る」という意識を高め、実践させる上で、非常に重要であ
る｡

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
16,378

①決算額（19年度は見込み）
予算額

16,642

19,980

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

区民生活部防災課
内線 492星野　伸治担当者名

防災区民組織の指導育成

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名

16,378
19,68718,993
15,310

17年度16年度15年度14年度

03-06-06



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

①おんぶ作戦(避難援助体制)、区民レスキュー隊の結成の促進。
②訓練が未実施の町会・自治会がある｡
③防災区民組織等の資器材の整備。

①区報等で防災に関する意識啓発を行う｡
②区の総合震災訓練で、町会･自治会が自主的に防災
本部を立ち上げる形の訓練を１８年度から実施する。
また訓練実施に先立ち図上訓練を実施し、防災訓練に
対する区の指導・支援を行う｡

地域の防災に対して、区民の意識を高め、地域の防災
力を強化する。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

2,000
防災区民組織助成金防災区民組織助成金

節・細節
平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

8,696

非常勤報酬 2,422
資器材

非常勤報酬

区民消火隊助成金
レスキュー隊結成助成

8,482

3,669
会場設営委託 928
区民消火隊助成金 450
レスキュー隊結成助成

資器材

防災区民組織助成金
200
8,427

2,422
352
415
390

金額（千円）

レスキュー隊結成助成 0
区民消火隊助成金 390
会場設営委託 355

主な事項
2,421
789

報酬

一般需用費

委託料

非常勤報酬
資器材
会場設営委託

負担金
負担金

負担金

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

防災区民組織（組織率） 100

56 57

59 68 75 80

区内の１１８町会すべてに防災
区民組織を結成する

60
５６の防災区民組織（町会）に
９２隊結成している

町会防災訓練実施率

100 100 100 100

57 57

Ｂ

前年度設定

区民レスキュー隊の結成の防
災区民組織（組織数）

地域の防災力等を高める上で優先度の高い事業である。

問題点・課題の改善策検討

22

100
すべての町会が防災訓練を実施
する。

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

B

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

03-06-06



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

8,350
8,3518,350
8,351

担当者名
消防団補助等

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名 区民生活部防災課
内線 ４９２海老沼　保和

①決算額（19年度は見込み）
予算額

8,232

8,232

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

　消防団は､地域に密着した防災関係機関として、災害時に出動したり、区民消火隊や防災区民組織に対
する防災指導等を行っている｡区としてもその活動をささえ､さらに発展させるための支援を行う必要があ
る。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

8,350
0
0
84

8,148一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

災害時における体制の強化[11-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

消防団補助等（０４－４２－５０－０１）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

消防組織法、特別区の消防団の設置等に関する条例、荒川区補助金等
交付規則、消防団員福祉共済制度の加入に伴う交付金に関する要綱、
消防団員等公務災害等共済基金法

根拠
法令等

38

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度

0

8,273

0
0
78

8,351

84
8,266

78
8,272

8,350
8,350

8,350

0
0

77
9,975

8,350
8,328
1,724

10,052
20

0
0

77
9,878

8,369
8,247
1,708

9,955
20

67
8,395

8,462
8,462

8,462

19年度

00
00

18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度
消防団員数 444 444 441 432 415

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

8,232

事項名

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

414

区の防災対策上重要な役割を担っている消防団や防火防災協会の円滑な活動を支援することにより、区民
の生命、身体及び財産を火災から保護するとともに、水害・火災又は地震等の災害を防除し、及びこれら
の災害に因る被害を軽減する。

荒川消防団･尾久消防団、荒川防火防災協会・尾久防火防災協会、水防従事者、災害における応急措置業
務従事者、民間協力者（消防作業、救急業務、水防従事、災害応急措置）

・消防団や防火防災協会の円滑な運営を図るため､財政支援を行う。
・ポンプ操法大会時に成績優秀な分団に区長賞を表彰し、また消防団始式に優良消防団員を表彰し、団員
の意識高揚を図る。
・消防団（団員）に対して装備品等の支給を行う｡
・東京都知事からの諮問をうけて、消防団運営委員会を開催する。
・消防団員等公務災害補償等共済基金加入に対する助成を行う。

昭和２２年　　荒川消防団創設
昭和３６年　　尾久消防団創設
昭和３８年　　消防団に対する助成開始
昭和５０年　　防火防災協会に対する助成開始

経過

416
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事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

A

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

B

前年度設定

地域の防災力等を高める上で優先度の高い事業である。

問題点・課題の改善策検討

22 0

消防団分団数（１４分団）4 5 7 8

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

消防団員待機場所のある施設 14

負担金補助

食糧費
一般需用費

役務費

消防団運営委員会賄
消防団装備品外
賞状筆耕料

金額（千円）

消防団補助外 7,440
賞状筆耕料 3

主な事項
8

796
8

912
9

7,421消防団補助外

1,004
賞状筆耕料 10
消防団補助外 7,440

消防団装備品外

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

消防団運営委員会賄 8
消防団装備品外

消防団運営委員会賄

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

消防団の各分団（荒川消防団は８分団。尾久消防団は
６分団。）の中で、分団本部倉庫が狭いところが多
く、公共施設との合築を視野に入れた拡充を検討す
る。

分団本部倉庫を拡充することにより、より充実した地
域の消防活動を図れる｡

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

消防団員の入団促進を図るため、区はＰＲ等の支援を行う。
消防団の分団本部倉庫を拡充するため、区は支援を行う｡
計画的な資器材の充実を図る必要がある｡
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事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
● ○
○有●
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

4,118
4,6364,804
3,261

①　樹木の水やり、設備点検、清掃及び利用に関すること　　　　→防災区民組織（町会）
②　設備修繕、小型防火水槽の点検　　　　　　　　　　　　　　→区（防災課）
③　樹木剪定、病虫害防除、排水設備（集水桝、Ｕ型排水溝）清掃→区
18年度樹木剪定　　㈲ワールドビルサービス　1,272千円
　　　病虫害防除　㈲花代緑化　25千円
      排水設備　　㈱ケイミックス　526千円

担当者名
防災広場管理

計画区分

村松　猛部課名 区民生活部防災課
内線 492星野 伸治

①決算額（19年度は見込み）
予算額

4,990

5,564

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

　災害時には地域防災活動の拠点として、平常時においては防災訓練や地域コミュニティーの場として活
用できるように、維持管理をするため。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
4,118

386
113

4,491一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

防災基盤の整備[11-02]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

防災広場管理（04-49-50-01）

事務事業の種類

課長名

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度無

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

3,146
115

3,261

555
3,563

115
3,182

5,123
3,297

3,297

115
5,278

5,123
2,807
2,586

5,393
30

574
4,893

5,698
3,588
1,879

5,467
22

5,813

5,813
5,813

5,813

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度
防災広場の維持管理 １６ヵ所 １８ヵ所 １８ヵ所 １８ヵ所 １９ヵ所

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

4,990

事項名

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

１９ヵ所

　現在区内１９カ所に整備されている防災広場を適正に管理し、災害時には地域防災活動の拠点として、
平常時においては防災訓練や地域コミュニティーの場として活用できるように、維持管理を行う。

区民、管理町会関係者

・設備（公園灯や時計、フェンス等）の修繕、樹木の剪定、病虫害防除（消毒）、集水桝やＵ型排水溝の
  清掃は、区が実施している。
　
・日常の管理（清掃等）は、防災区民組織と「荒川区防災広場の維持管理に関する協定」を締結し、該当
  地域の防災区民組織に委託している。

・荒川区防災広場の設置等に関する要綱　昭和５５年１１月２日
・荒川区防災広場維持管理委託要領　　  昭和５６年１０月１２日

経過

１９ヵ所

荒川区災害対策基本条例、荒川区防災広場の設置
等に関する要綱

根拠
法令等

56
新規事業 19年度 18年度

03-06-08



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

C

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ｃ

前年度設定

現状の維持管理の水準を確保する。

問題点・課題の改善策検討

10 12

１７年度から人件費を含む(円)
△１０％（１７年度比）

183,167 283,842 287,737 279,100

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

防災広場１か所あたりの経費 255,500

委託料

光熱水費
一般需用費

役務費

広場電気、水道料金
修繕
放置自転車撤去費

金額（千円）

樹木剪定・病虫害防除 2,036
放置自転車撤去費 0

主な事項
718
834

689
506
0

1,612樹木剪定・病虫害防除

997

放置自転車撤去費 12
樹木剪定・病虫害防除

修繕

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

広場電気、水道料金 702
修繕

広場電気、水道料金

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節

4,102

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

　昭和５７年に防災広場を開設して以来、長い年月が
経って工作物の経年劣化が著しい。そのため、計画的
な修繕計画を作成し、実施する｡

　計画的な修繕により、広場の維持管理費の平準化が
図れる｡

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

　開設以来かなりの年数が経過し、施設の老朽化や土質の劣化、植栽や樹木の育ち過ぎに伴う使い勝手の悪
さ等が目立つため、機能維持の観点からも、施設の改修が必要である。
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事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ●都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

18,890
17,83824,374
15,886

担当者名
備蓄倉庫管理

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名 区民生活部防災課
内線 492尾澤　雄一

①決算額（19年度は見込み）
予算額

18,634

20,133

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

震災時においては、応急対策用資器材や救助用物資、その他食料品の入手が極めて困難になることが予想
されるため、東京都の算出する被害想定に基づいて備蓄する必要がある。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
18,890

18,634一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

防災基盤の整備[11-02]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

備蓄倉庫管理　04-56-50-01

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

都地域防災計画、都震災予防計画、荒川区地域
防災計画

根拠
法令等

35

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度

15,886

15,886

18,890 15,464

17,433
15,464

15,464

29,464

29,493
26,878
2,586

29,464
30

28,837

29,677
26,958
1,879

28,837
22

26,093

26,093
26,093

26,093

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度
乾パンの入替 20,000食 15,000食

35,000食
5組 8組

28,000食
15,000食 19,200食

19,200食
5組 5組

25,600食
17,700食

8組

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

18,634

アルファ化米の入替
７点セット等（13組）の入替

30,000食
8組

事項名

目的

対象者
等

内容

21,600食

（単位：千円）

実
績
の
推
移

25,600食
19,500食

　震災時においては、応急対策用資器材や救助用物資の入手が極めて困難になることが予想されるため、
平素から緊急時に必要な資器材や物資等を備蓄し、迅速かつ適切な対応を図る。

　荒川区地域防災計画で定めている被害想定に基づく避難者、負傷者及び帰宅困難者等

１　備蓄倉庫一覧
・町屋備蓄倉庫（町屋3-27-10）昭和53年築 　　　　　　　　・尾久備蓄倉庫（西尾久8-10-5）昭和57年築
・日暮里備蓄倉庫（西日暮里5-38-2）昭和60年築　　　　　　・荒川災害倉庫（荒川3-3-3）昭和32年築　※都寄託
・汐入公園防災備蓄倉庫（南千住8－13－2）※都から建物譲渡
・南千住備蓄倉庫（南千住6-45-41）平成8年築　※都所有

２　主な備蓄物資
・食　糧　　乾パン、アルファ化米、粉乳等　　　　　　・資器材　　組立式トイレ、組立リヤカー、炊飯バーナー等
・生活用品　毛布、オムツ、生理用品等　　　　　　　・その他　　バール、スコップ、手斧等

３　備蓄基準
　東京都の被害想定（平成9年）に基づき算定
　避難者　65318人　帰宅困難者29746人　合計約96000人分の食料等を確保
・食　糧　　区は１日分（都は２日目以降）　　　　　　　・粉　乳　　区３日分　　　　　　　・医療品　 区２日分

４　医療品
・７点セット等（１３組） →　医師等有資格者の使用する医療セット
・日常医薬品セット　　→　避難者自ら使用できるような薬局で売っている薬品のセット

昭和５３年　　都第二次震災予防計画のなかで「震災対策における都区間の役割分担」が策定され、都と区の間で
　　　　　　　備蓄数量等に関する役割分担が明確化されたことにより、区でも備蓄を開始する。
平成　７年　　阪神・淡路大震災を契機に、被災者の避難所となる区立小中学校の避難所機能強化の一環として、
　　　　　　　区立小中学校の余裕教室等を活用した「ミニ備蓄倉庫」を３ヵ年計画（平成７～９年度）により整
　　　　　　　備。
平成１５年　　平成１６年度予算計上において、大型店舗（イトーヨーカ堂、オリンピック）との協定により備蓄
　　　　　　　物資購入数を削減（アルファ化米３０００食等）。（ランニングストック方式の導入）

経過

25,600食

8組

03-06-09



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

A

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

A

前年度設定

地域防災計画の見直しと併せ、現実的かつ実態に即した備蓄計画を作成・
実施する。

問題点・課題の改善策検討

都市型災害上、問題となっている帰宅困難者のために
必要となる物資を検討する

避難者96,000人の一日分の食糧104% 100% 100% 100%

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

備蓄食糧の充足率 100%

１４９９（使用料賃借料）

１３９９（委託料）

１８９９（備品購入費）

1101（光熱水費）

1104(一般需用費)

１２２９（役務費）

備蓄倉庫等光熱水費
経年入替分等
7点セット処分手数料

金額（千円）

尾久備蓄倉庫土地賃 572
備蓄資器材保守 1,090
7点セット処分手数料 216

主な事項
212

17,787
169

14,769
195
1,944

避難所等の備品購入
572
9,229

備蓄資器材保守
尾久備蓄倉庫土地賃

7,081

17,697
7点セット処分手数料 100
備蓄資器材保守 2,977
尾久備蓄倉庫土地賃

経年入替分等

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

4,453

備蓄倉庫等光熱水費 281
経年入替分等

備蓄倉庫等光熱水費

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節

585
避難所等の備品購入避難所等の備品購入

長期的に避難所に留まる区内避難者と一時的に避難す
る帰宅困難者には、必要とするものに違いがあるた
め、それに即した物資を用意する

コンビニエンスストアや大型食料品店等との災害協定
の締結

ランニングストック方式を導入することにより、物資
の入替にかかる財政負担を軽減することが可能

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

平成19年度に、新たな地域防災計画を策定するため、
その中で東京都の被害想定を基に、備蓄物資の数量・
種類等を見直す

より現実的でかつ実態に即した被害想定を利用するこ
とで適正な備蓄計画を行なうことが可能

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

①平成18年3月発表の東京都被害想定に基づいた備蓄計画を立て直す必要がある。（数量・種類共に）
②現在ある備蓄施設の偏在の解消を図る必要がある。
③経年で保存期間の切れる物資の入れ替えのための財政負担（特に食糧）が大きい。
④帰宅困難者対策も検討する必要がある。
⑤区内の市場に流通している物品を備蓄物資とする「ランニングストック（流通備蓄）」の導入・検討
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事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

33,963
33,92737,437
30,617

　災害時には、通常の連絡手段となる電話回線等に支障が生じることが予想されるため、確実な連絡手段
を確保するため、防災無線設備の整備及び活用を図る。

担当者名
防災無線設置費

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名 区民生活部防災課
内線 492早川　純

①決算額（19年度は見込み）
予算額

35,437

35,611

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

　災害時には、通常の連絡手段となる電話回線等に支障が生じることが予想されるため、確実な連絡手段
を確保するため、防災無線設備の整備及び活用を図る。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
33,963

35,437一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

災害時における体制の強化[11-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

防災無線設置費（04-63-50-01）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

荒川区防災行政無線局管理及び運用規程、荒川
区地域防災計画

根拠
法令等

55

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度

30,617

30,617

33,963 26,937

40,041
26,937

26,937

33,106

36,684
31,382
1,724

33,106
20

44,756

64,850
42,877
1,879

44,756
22

43,839

43,839
43,839

43,839

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

スピーカー交換数

13年度
無線従事者養成講習会参加者 1人 2人

1(220)
0台
5台

3人 0人
１（221）

0台
0(221)
1台2台

0(220)

0台 25台

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

35,437

地域防災無線整備数（設置数）
防災行政無線屋外子局(移設数)

0(219)
1台

（単位：千円）

実
績
の
推
移 0台0台

6人
0(221)

事項名

2台

1人

　災害発生時における区民の生命、財産等に及ぶ被害を最小限に食い止めるためには、被害の状況や現
状、その後の避難、救援状況などの情報を迅速・的確に把握し、適切な情報を区民に提供することが必要
である。　また、各防災関係機関が相互に連携し、組織的に活動を行うことが重要となる。しかし、災害
時には、通常の連絡手段となる電話回線等に支障が生じることが予想されるため、確実な連絡手段を確保
するため、防災無線設備の整備及び活用を図る。　防災無線の運用にあたり、電波法に基づく有資格者の
育成と適切な防災無線運用のため、無線従事者を養成するための講習を行う。

区民、防災区民組織、防災関係機関

昭和５５年度　固定系・移動系無線設置
昭和６２年度　固定系デジタル化
平成　元年度　固定系ナロー化、移動系デジタル化・ナロー化、各種無線増設、地域防災無線設置
平成１０年度　固定系屋外子局チャイムメロディー変更

目的

対象者
等

内容

0
4人

１　防災無線設置状況
  固定系屋外子局　　　　１０３局
   　  〃個別受信機　　 １６７台
　地域防災無線一般局　  ２２３台
　移動系車載型　　　　　　　６台
　　　〃　携帯型　　　　　２８台
　　　〃　可般型　　　　　　１台

２　無線訓練
　①　固定系：毎日定時の時報チャイム放送及び毎月第３水曜日に
    試験放送を行い、動作及び伝播状況の確認を行っている｡
　②　地域防災無線：毎月第３水・木曜日に局間通信を行い、動作
    及び伝播状況の確認、操作要領の習熟訓練を行っている｡
３　保守点検：年間契約により各設備ごと、日常保守と定期点検
    （年１回）を行っている｡

経過
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事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｂ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ｂ

前年度設定

災害時の区民への有力な情報連絡手段であり優先度は高い

問題点・課題の改善策検討

22

　屋外子局のスピーカーの老朽化を解消するため計画
的修繕に努める。

104 99 95 97

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

無線従事資格者数 119

工事請負費

委託料

備品購入費

負担金補助

光熱水費

一般需用費

役務費

固定系屋外子局電気料

修繕等
防災無線電波利用料

金額（千円）

固定系屋外子局移設工事 20,102

防災情報システム保守管理委託 20,462
防災無線電波利用料 1,057

主な事項
123

1,038

120

1,780
1,052
26,995

地域防災無線機購入
屋外子局電気料相当額

1,296
0
40

防災情報システム保守管理委託

固定系屋外子局移設工事

0

2,136
防災無線電波利用料 1,084
防災情報システム保守管理委託 24,419
固定系屋外子局移設工事

修繕等

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

0
174

固定系屋外子局電気料 121

修繕等

固定系屋外子局電気料

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

92
地域防災無線機購入

節・細節
予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

　修繕を計画的に行うことにより修繕費の平準化を図
ることができる。

屋外子局電気料相当額

15,864
地域防災無線機購入

屋外子局電気料相当額

　中高層住宅等の建設により聞き取り状況が変化する
ため、調査を行う。

聞き取り状況が不良な地域を把握し、難聴地域解消に
役立てる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

・高層建築物の増加などにより、街並みが大きく変化し、聴き取りにくい地域が増えている。
・屋外子局のスピーカー取り付け部分が経年劣化によるものとみられる腐食があり、順次取り替えの必要が
ある。

食糧費 食糧費 6
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事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ●都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

発災時の初期消火の実効性を高めるため、地域に消火器を配備し被害の拡大防止と防災意識の高揚を図
る。

区民全般

１　地域設置消火器（粉末消火器１０型）
 (1)建造物設置型（民家の塀等に設置し、主に家屋等の初期消火に用いる）
 (2)街路設置型（災害対策上重要となる路線に対し設置し、主に車両火災の初期消火に用いる）

２　本数　　建造物設置３，３９４本、街路設置型８５２本、計　４，２４６本。

３　事業内容
（１）維持管理は、年１回、消火器の保守点検
（２）地域設置消火器の修繕及び消火器薬剤詰替え
（２）区配布大型粉末消火器（５０型）の消火器薬剤詰替え
（３）町会所有及び個人等の所有の消火器の薬剤を補充
　　　近隣火災の消火活動に使用した場合や防災区民組織（町会等）の訓練で使用した消火器の薬剤を
　　　補充し、地域の初期消火体制の維持を図る。

昭和４７年度　　地域に消火器の配備事業開始（２,０００本設置）
昭和５５年度　　「大地震に関する延焼火災の防止等に関する条例」制定
昭和６１年度　　増配備（２,０００本増設置）
平成　７年度　　街路設置型消火器整備の本格整備開始
平成１３年度　　都震災対策条例の制定（都震災予防条例廃止）　荒川区災害対策基本条例制定

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移 6298

2
年1回

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

24,417

消火器保守
地域設置消火器修繕（件）

年１回
1,577

事項名

222 173
1,025
31

41
年１回
7391,067

年１回
32 49

年１回
1,019

14
年１回
645
186消火器薬剤補充（件）

13年度
地域設置消火器設置数（本） 11

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度

0
0

18年度

17,159

17,159
17,159

17,159

0
16,057

22,045
14,178
1,879

16,057
22

0
12,623

20,887
10,899
1,724

12,623
20

0
0

0
14,796

18,813
14,796

14,796

0
00

14,319

0
0
0

14,319

0
15,138

根拠
法令等

47

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

防災基盤の整備[11-02]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

地域設置消火器（04‐70‐33‐01）

事務事業の種類

課長名

0
0
0

24,417

都（特定財源）

地域に消火器を配備することは、発災時の初期消火の実効性を高める、被害の拡大防止にとって、非常に
重要である。さらに区民の防災意識の高めるのに必要である。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

15,138

①決算額（19年度は見込み）
予算額

24,417

24,417

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

区民生活部防災課
内線 492早川　純

委託内容　　　消火器保守、薬剤詰替え、街路設置型消火器設置等

担当者名
地域設置消火器整備

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名

15,138
18,76716,154
14,319

17年度16年度15年度14年度

03-06-11



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（

指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

消火器を設置している家屋等が、建て直しや取り壊しされる場合の消火器設置場所の確保。

　地域防災計画の見直しに伴い、新たに「地域設置消
火器の設置基準」を作成する。

　新たな「地域設置消火器の設置基準」に伴い計画的
に、消火器の整備を行い、地域の初期消火能力の向上
を図る。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）
節・細節

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

地域設置消火器修繕外 11,818
消火器保守委託等

地域設置消火器修繕外

3,007
街路設置型消火器格納箱購入 2,334

消火器保守委託等
6,679
2,046
2,174

金額（千円）

街路設置型消火器格納箱購入 0

主な事項
12,086
2,091

一般需用費

委託料
備品購入費

地域設置消火器修繕外

消火器保守委託等
街路設置型消火器格納箱購入

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

地域設置消火器数 4,400
火災危険度に応じて消火器を設置
する｡

4,158 4,244 4,246 4,287

Ｂ

前年度設定

地域の防火力を高めるためにも優先度の高い事業である。

問題点・課題の改善策検討

22

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

B

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

03-06-11



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ○一部委託 ●全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

1,280

1,280

経過

（単位：千円）
予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

37

　大地震が発生した場合、都は区民が円滑かつ安全に避難できるように広域避難場所や避難道路を指定し
ている。また、区は避難の方法として防災区民組織単位で避難をするよう働きかけており、避難場所に至
る中継場所として学校や公園等を一時集合場所として指定している。本事業はこれらの施設等に設置した
標識の維持管理を行う。

避難する住民

１ 現況
　 ①避難道路　２系統５路線6.9km　標識本数17本
　 ②広域避難場所　５ヶ所（区内３、区外２）　標識本数　13本
２ 基準
　 ①避難道路　危険地域及びその他の地域にあって、住民を避難場所へ安全に避難させる道路として
               都が指定。（幅員15m以上・避難場所まで３km以上等）
　 ②広域避難場所　大震火災時の市街地大火から都民の生命を守るため、あらかじめ安全な場所を確保
　　　　　　　　　 する。
３ 役割分担　標識の設置、財産権は都が維持、区が管理としている。
 
　※　一時(いっとき)集合場所  広域避難場所まで距離がある地域は、住民が一時的に集合する場所と
　　　　　　　　　　　　　　 して、区が「一時集合場所」を指定する。平成19年度現在、55ヵ所指定

Ｓ４９　都震災予防計画に基づき、広域避難場所及び避難道路を指定。
　　　　放射11号線と尾竹橋通りに標識設置
Ｓ６０　旭電化跡地を指定。避難道路標識、避難場所標識設置。一時集合場所の指定。
Ｈ４　　谷中墓地を広域避難場所に指定する。（荒川Ｄ南岸は廃止）
Ｈ１４　都が広域避難場所の見直しを行い、区内一部町会の広域避難場所が変更となる。
Ｈ１６　一時集合場所の指定見直し、新たな指定（旧３８ヵ所→新５５ヵ所）

目的

対象者
等

内容

実
績
の
推
移

7
0避難場所標識修繕 0

事項名
7
00

0 7
0

7
2

13年度
避難道路標識清掃（本） 7

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度

0
0

18年度
1,280
1,280

0
464

97
37
427

464
5

0
899

97
37
862

899
5

0
0

0
36

97
36

36

0
00

0

0
0
0

0

0
205

都震災対策条例、荒川区地域防災計画
根拠
法令等

49

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

防災基盤の整備[11-02]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

避難道路標識管理（04‐70‐66‐01）

事務事業の種類

課長名

0
0
0
37

都（特定財源）

大地震等の災害時には、区民の生命に危険が及ぶことが予想される。このため、区民が一時集合場所、広
域避難場所等に、円滑かつ安全に避難できるように、これらの施設等に設置した標識の維持管理を行うこ
とは必要である｡

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

205

①決算額（19年度は見込み）
予算額

37

96

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

区民生活部防災課
内線 492早川　純

委託内容
　避難道路標識清掃（民間業者）

担当者名
避難道路標識管理

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名

205
97206
0

17年度16年度15年度14年度

03-06-12



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

老朽化した避難場所標識の補修の必要がある。

避難場所標識の順次補修を行う｡ 区民に対し､災害時に円滑かつ安全に避難が図れる｡

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）
節・細節

0

金額（千円）主な事項
平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

一時集合場所看板修繕

37
案内板購入 462

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

一時集合場所看板修繕 781
避難道路標識清掃委託避難道路標識清掃委託

0
37

一般需用費

委託料 37
一時集合場所看板修繕

避難道路標識清掃委託

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

一時集合場所看板設置率 100 一時集合場所（５５ヵ所）100 100 100 100

Ｃ

前年度設定

現状の維持・管理の水準を確保する。

問題点・課題の改善策検討

22

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

Ｃ

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

03-06-12



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ○非計画

（○直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

町会配布や業者委託により、配布を実施、必要に応じて取り付けも業者委託により実施する。

担当者名
住宅用火災警報器整備事業

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名 区民生活部防災課
内線 ４９２海老沼　保和

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

　荒川区は、木造密集地域が多く、道路も狭隘である。震災時に火災が起きたら、延焼が拡大される可能
性が高い。
　火災を起こさないことが一番大切であり、そのためには初期消火を心がけておかなければならない。そ
こで、火災警報器を全世帯で整備する必要があり、また防火意識の向上を図るうえからも今回住宅用火災
警報器を各世帯１つ全戸配布する。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

0一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

災害時における体制の強化[11-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

住宅用火災警報器整備事業(04-75-75-01)

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

東京都火災予防条例、消防法
根拠
法令等

18

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
20

0

0

0 0

0

0

0

47,048

57,600
42,778
4,270

47,048
50

87,315

87,315
87,315

87,315

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度
住宅用火災警報器配布世帯数

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

事項名

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

11,852

火災の早期発見や延焼防止に努めるとともに、区民の防火意識を高めるため

区民

１　概　　要　　　区内の各世帯に住宅用火災警報機を一個づつ設置する。
２　配布時期　　　平成１８年４月～（２０年度中に完了予定）
３　配布個数　　　６７,１００個（住記世帯数を基本とする）
　　　　　　　　　但し、すでに都条例で設置が義務付けされて、設置されている住宅、共同住宅を除く
４　配布方法　　　町会配布または業者委託による配布で実施する。
５　取り付け方法　原則として、配布された世帯で実施する。ただし、支え合い見守り合いネットワーク
　　　　　　　　　事業に登録している世帯などについては取り付けを業者委託により実施する。

平成１６年１０月１日施行
東京都火災予防条例改正⇒施行日以降に新築及び改築される住宅に対して
　　　　　　　　　　　　住宅用火災警報器の設置が義務付けられた。
平成２２年４月　東京都は条例により、全ての住宅へ設置の義務化

経過

03-06-13



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

A

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ａ

前年度設定

東京都は、平成２２年までに既存の住宅についても、住宅用火災警報器の
設置が義務化される。このため、住宅火災警報器の義務化を一般区民に周
知するために、全ての世帯に火災警報器を配布設置することは、その普及
啓発を図ることとなる。

問題点・課題の改善策検討

22

目標値（２割減）81 67 72 67

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

建物火災発生件数 54

委託料

報償費
一般需用費

役務費

金額（千円）

住警器配布委託料 4,038
通知用ハガキ郵便料 265

主な事項
1,469
37,006 85,785

通知用ハガキ郵便料 197
住警器配布委託料 1,035

住宅用火災警報器購入

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

住警器配布に伴う報償 298
住宅用火災警報器購入

住警器配布に伴う報償

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

消防署や町会等関係機関や団体と連携し、住宅火災警
報器の一層の普及啓発を図る。

火災警報器の普及促進により、火災による被害の軽減
が図られる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

各部屋に設置することが義務づけられていることから、区が配布することにより区民の理解と意識向上を図
る必要がある。

03-06-13



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ●建設事業 ○それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

　災害時の消火活動に必要となる小型防火水槽や、防災井戸、トイレ対応マンホール等を設置し、地域防
災活動の拠点として、また平常時は防災訓練や地域コミュニティの場として活用する広場を、地域危険度
の高い地域等に設置していく。

＜要綱による設置基準＞
①地域危険度が５または４の地域で、特に消防水利の不足地域であること
②用地の規模が、概ね３００㎡～５００㎡であること
③防災活動を円滑に行える道路に面すること
④維持管理を受託する防災区民組織があること
　
＜防災広場用地取得基準＞
①用地の規模がおおむね３００～５００㎡であること
②防災活動を円滑に行える道路に接していること
③維持・管理を受託する防災区民組織があること

昭和５２年　　都の事業として開始
昭和５３年　　区に事務移管
平成１２年　　新たな区基本計画においても「災害に強いまち」の一環として位置付けをする。
　　　　　　　同計画で整備目標を２９ヵ所（地域危険度５または４の町丁目数の計）とした。
平成１５年　　第5回地震に関する地域危険度想定調査結果公表。
　　　　　　　これにより、荒川区内の地域危険度５または４の町丁目数の計は２５ヵ所となる。

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

0

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

事項名
01 12

13年度
防災広場の整備数

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度

1,87523,235
3,75046,470

18年度

3,000
2,300

10,925
10,925

10,925

24,828

93,830
93,679
854

94,533
10

0

0
0

0

7,500

30,279
21,000

21,000

4,500
9,0003,400

11,370

9,000
20,370

20,017

荒川区災害対策基本条例、荒川区防災広場の設
置等に関する要綱、荒川区地域防災計画

根拠
法令等

56

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

防災基盤の整備[11-02]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

防災広場整備費（04-80-50-01）

事務事業の種類

課長名

0

都（特定財源）

地域危険度の高い地域等に設置して、災害時の地域防災活動の拠点として整備するため。必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
23,417

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

区民生活部防災課
内線 492星野 伸治担当者名

防災広場整備

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名

23,417
21,36023,946
20,370

17年度16年度15年度14年度

03-06-14



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

防災広場用地として適地に該当する用地取得が困難

用地情報を積極的に活用する 防災広場の進捗の進展を図る

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）
節・細節

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

荒川六丁目防災広場拡張工事 10,925木陰創出
荒川六丁目防災広場拡張用地費

金額（千円）主な事項
0

93,679
工事請負費
公有財産購入費

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

防災広場の整備箇所 21

12 13

44 48 48 52

14

防災広場整備進捗率％

18 19 19 20

11 12

Ｂ

前年度設定

防災広場の整備箇所
(地域危険度５または４の町丁目を
再掲)

　災害時の地域活動拠点として、整備をする必要がある。

問題点・課題の改善策検討

10 12

56 地域危険度5または4の町丁目内の広場／目標数25

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

B

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

03-06-14



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
● ○
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ●非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度14年度

4,933
05,351
0

担当者名
小型防火水槽整備

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名 区民生活部防災課
内線 492星野 伸治

①決算額（19年度は見込み）
予算額

2,816

3,028

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

都（特定財源）

災害時に起こる火災を消火するための水利として必要。必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
4,933

2,816一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

防災基盤の整備[11-02]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

小型防火水槽整備（04-77-50-01）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

荒川区災害対策基本条例、荒川区地域防災計画
根拠
法令等

56

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度

0

0

4,933 479

489
479

479

0

0
0
0

0
0

171

0
0

171

171
2

0

0
0

0

19年度18年度

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度13年度
小型防火水槽整備箇所 1 2 0 1 0

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

2,816

事項名

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

0

　防災区民組織（町会等）に配布した、軽可搬ポンプ（Ｄ級ポンプ）等の水利として、５ｔ水槽を設置
し、災害用の消火用水利として備える。

区民全般

１　数　量　　８０ヶ所
２　主な設置場所　　防災広場、公園、児童遊園等の空地に設置
３　管理・運用　○管理については、防災指導員（非常勤職員）が定期的に巡回し、水位の点検や補充等
　　　　　　　　　を行っている。
　　　　　　　　○各防災区民組織（町会等）には蓋を開ける専用の工具を配備している。
　　　　　　　　※防火水槽（４０ｔ、１００ｔ）は東京消防庁で設置

昭和５５年　「大地震に関する延焼火災の防止等に関する条例」制定
昭和５６年　５ヵ年計画により目標の６６ヶ所を整備
昭和５７年　防災広場等の整備に伴い、要望のある所に軽可般ポンプの配備状況等を勘案し、設置を推進
平成１４年　「荒川区災害対策基本条例」制定　「大地震に関する延焼火災の防止等に関する条例」廃止

経過

03-06-15



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

C

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

C

前年度設定

現状の事業規模を維持する。

問題点・課題の改善策検討

22

　新規に防災広場が整備された場合に防火水槽を整備
する｡

防災広場整備指標と連動79 80 80
81

(予定)

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

小型防火水槽 82

金額（千円）主な事項
平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

節・細節

　防災広場の防災活動拠点として、機能の充実が図れ
る｡

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

　消防水利など生活用水としての活用策について検討
する。

地域の生活用水の確保が可能となる｡

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

・　軽可搬ポンプの稼動現況の調査を行い、小型防火水槽の必要性を確認する必要がある。
・　消防水利など生活用水としての活用策について、検討する必要がある。

03-06-15



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

7

　災害発生時における、区民の生命・財産等に及ぶ被害を最小限に抑えるためには、被害規模や地域を迅
速に把握することが重要となる。
　既存の防災無線設備のほかに、被災状況を映像として捉える事が可能な高所カメラを整備することで､
災害発生時に情報の収集や応援要請に役立てるため。

区民、防災区民組織、防災関係機関

　区内超高層建築物（５地点）の屋上に高所(ＩＰ)カメラを設置し、災害時において、区全体の被害規
模、被害の大きい地区等をリアルタイムで把握し、効率的な応急活動態勢の確立に役立てる。
平成１６年度に３基、平成１８年度に４基設置済み。
【設置場所】
　１ 町屋五丁目住宅（区民住宅）　１基：町屋５－９－２
　２ リーデンスタワー（民間施設）　１基：東日暮里５－１６－１
　３ リバーハープタワー南千住２号棟(公団施設)　１基： 南千住４－９－２
　中継局 センターまちや（民間施設）：荒川７－５０－９
　４マークスタワー（民間施設）　１基：荒川７－４６－１
　５センターまちや(民間施設）　３基：荒川７－５０－９
【配信】
　平成１８年度設置するカメラからの映像は、区内各警察署及び各消防署へ画像の配信を行い、災害時の
応急活動に役立てる。既存の３基のカメラ映像についても、今後各署への配信を検討する。

平成１０年　防災センター建設時、区立町屋五丁目住宅に高所カメラを設置する計画有
平成１４年　静岡市視察、計画作成、予算要求
平成１５年９月プロポーザル方式による業者選定、１２月業者決定
平成１６年２月工事着工　３月末工事完了　４月運用開始
平成１８年６月新規設置に伴い個人情報審議会付議、了承（記録,機関への配信を伴うため。）
平成１８年１２月プロポーザル方式による設置業者選定
平成１９年３月設置

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

7

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0

事項名
30 30

13年度
高所カメラ台数(基) 0

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度18年度

4,712

4,712
4,712

4,712

1,139

232
29

1,110

1,139
13

1,323

238
30

1,293

1,323
15

31

872
31

31

12,495

12,495

39

荒川区災害対策基本条例
根拠
法令等

14

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

防災基盤の整備[11-02]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

　高所（ＩＰ）カメラ管理費　　04-81-50-01

事務事業の種類

課長名

0

都（特定財源）

災害発生時、区全域の被害状況を映像により確認することで、災害対策本部長が迅速かつ的確に災害対策
活動や応援要請についての判断、指示を行えるようにするため。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
39

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0

0

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

区民生活部防災課
内線 492尾澤　雄一担当者名

IPカメラ管理費

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名

39
14,224100
12,495

17年度16年度15年度14年度

03-06-16



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況 千代田、中央、新宿、文京、墨田、品川、目黒、大田、世田谷、渋谷、中野、板橋、練馬、江戸川

未実施実施

・既存の高所カメラの映像も警察署消防署へ配信を行うことが、より目的に沿った事業の実施となる。
・既存カメラの機器類も耐用年数が５年とされるものが多いため、既存カメラの更新も検討する。

高所カメラ映像を用いた、警察署消防署との連携強化
策の構築。

関係機関による消火活動や避難誘導等を円滑に遂行す
ることが可能となる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）
節・細節

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

・１１年２定　「高所監視カメラの設置について」

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

電気料金（町屋5丁目住宅） 8
カメラ修繕費

電気料金（町屋5丁目住宅）

20
IPカメラ電気使用料 158
システム保守委託 2,238

カメラ修繕費
8
0
22

金額（千円）

IPカメラ電気使用料 22

主な事項
8
0

光熱水費
一般需用費
負担金補助交付金

電気料金（町屋5丁目住宅）

カメラ修繕費
IPカメラ電気使用料

委託料

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

高所カメラ設置数 7

4 4

設置数

7

3 3 7 7

0 0

B

前年度設定

防災関係機関への配信

災害発生時における情報収集手段の確保のためにも必要。

問題点・課題の改善策検討

14 8

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

B

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

03-06-16



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ●建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
○有○無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

　小中学校やスポーツセンター等、避難所を中心に「震災対策用（マンホール対応型）トイレ」を整備
し、被災した区民の健康と衛生状態の確保及び避難所機能の向上を図る。

一般区民

１　配備場所
　　小中学校やスポーツセンター、ひろば館等の避難所施設に配備する。

２　生活用水の確保
　　屎尿を流すための生活用水を確保する。
　　（プールが常設でない小中学校への防災井戸の設置，屋上にプールがある小中学校に対し自重落下
　方式への配管切替工事を行い、プールの水で既存トイレを利用可能にする。）

３　防災広場
　　既存防災広場には、生活用水確保の観点から防災井戸を整備し、さらに屎尿を流す水が確保できれば
　マンホール対応型トイレが使用できるため、併せてトイレ対応マンホールを整備する

平成１４年度以前　　　６７基購入
平成１５年度　　　　　１４１基購入
平成１６年度　　　　　３０５基購入

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

2
4

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

公園等井戸

事項名
2
00

1 3
1

13年度
防災広場井戸工事

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度

1,938

18年度

45,000
367

45,367
45,367

45,367

23,346

31,356
24,686
598

25,284
7

9,724

29,806
12,399
1,724

14,123
20

4,399

22,486

37,935
27,316

27,316

4,830

15,111

744

15,855

0

根拠
法令等

15

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

防災基盤の整備[11-02]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

震災対策用トイレ整備（04-83-50-01）

事務事業の種類

課長名

0

都（特定財源）

震災発生時に、被災した区民のトイレ対策として必要性が高い必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

区民生活部防災課
内線 492星野 伸治担当者名

震災対策用トイレ整備費

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名

17,710
15,855

17年度16年度15年度14年度

03-06-17



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

避難所周辺のマンホールトイレ設置場所については、下水道局との協議が必要
マンホール対応型トイレ以外のトイレの検討

　東京都被害想定の見直し、地域防災計画の見直しに
伴いトイレ計画を見直し、新たな計画を作成する｡

　最新の被害想定による震災時のトイレ対策の確立を
図る｡

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）
節・細節

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

マンホールトイレ部品 6
井戸マンホール工事

マンホールトイレ部品

45,361井戸マンホール工事
988

9,849
1,561

金額（千円）主な事項
0

24,686
一般需用費

工事請負費

備品購入費

マンホールトイレ部品

井戸マンホール工事
組立水槽、発電機、水中ポンプ

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

マンホール対応型トイレ 513

20 26 36 23年度に37箇所で計画終了

513 513 513 513

12 14

Ｂ

前年度設定

防災対策用井戸

地域防災計画の見直しに併せ、トイレ計画も見直しを図る必要がある。

問題点・課題の改善策検討

12 10

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

B

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

03-06-17



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ○常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

17年度16年度15年度

計画区分

村松　猛部課名

89,372
27,79490,817
26,592

14年度

担当者名
防災センター管理費

新規事業 19年度 18年度

区民生活部防災課
内線 492早川　純

予算額

92,903

94,390

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

国（特定財源）
89,372

①決算額（19年度は見込み）

区民の防災意識の高揚と災害応急活動拠点としての施設維持管理が必要必要性

実施
方法

13年度

（１）施設管理（受付、清掃業務）　　　  →　業者委託
（２）設備保守（電気設備、機械設備等）　→　業者委託

19年度18年度予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

92,903

都（特定財源）
その他（特定財源）
一般財源

事務事業名

災害時における体制の強化[11-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

管理費（04-84-33-01）

事務事業の種類

課長名

終期設定
年度平成昭和
年度

防災センター条例
根拠
法令等

10

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度

（単位：千円）

92,903

区民、防災区民組織、事業所、防災関係機関

１　施設概要
（１）敷地面積：５０７．８５㎡
（２）構造：鉄骨鉄筋コンクリート造　地上４階、地下１階
（３）延床面積：１，３８２．５㎡
２　施設構成
　１階：展示コーナー（災害時　職員待機場所）・受付
　２階：情報管理室・無線・無線放送室・防災課事務室
　３階：災害対策室・生活安全課事務室
　４階：防災研修室・無線機械室　　地階：電気室・機械室・倉庫
３　展示コーナー
（１）開館時間　　午前９時から午後５時まで
（２）閉館日　　　年末年始のみ（１２月２９日～１月３日）

平成　３年　用地取得
平成　８年建設工事着手システム開発着手
平成　９年建設工事竣工システム開発完了
平成１０年６月１１日開設
平成１７年度から展示コーナーを月曜日も開館

26,592

89,372 26,592 19,852

22,341
19,852

19,852

13,022

12,919
10,867
2,155

13,022
25

13,257

13,456
11,464
1,793

13,257
21

12,098

12,098
12,098

12,098

19年度14年度 15年度 16年度 17年度事項名 18年度13年度

内容

実
績
の
推
移

経過

　平常時における、区民の防災に関する知識の習得及び防災意識の高揚を図るとともに、災害発生時の
災害応急活動の拠点とする。そのための施設の維持管理にかかる業務を行う。

目的

対象者
等

03-06-18



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

C

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

Ｃ

前年度設定

現状の規模で実施する。

問題点・課題の改善策検討

10 12

１９年度は５月末現在－ 25.7% 21.3% 20.3%

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

防災研修室稼働率（％） 30%

3,609

金額（千円）

電話料金等

使用料賃借料

役務費

光熱水費
消耗品費及び修繕費
電話料金等

複写機賃借料

保守委託

備品購入費

799
光熱水費
一般需用費

清掃委託

消耗品費及び修繕費

保守委託
清掃委託 2,153
保守委託 4,550

ＡＥＤ購入

2,205

226
146

588

3,299
消耗品費及び修繕費

光熱水費
1,119

電話料金等 690720

3,0153,258
主な事項 金額（千円）

835

主な事項
平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

226

光熱水費

平成19年度（予算）

4,174

節・細節

管理業務委託等
委託料

複写機賃借料
その他の委託料

226

　防災情報機器の老朽化を解消するため計画的修繕
に努める。

　修繕を計画的に行うことにより修繕費の平準化を図
ることができる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

他
区
の
実

施
状
況

金額（千円）

平成18年度（決算）

2,537

複写機賃借料

防災情報機器の老朽化の改善

未実施実施

53

予
算
・
決
算
の
内
訳

03-06-18



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

○ （○ ○ ） ○建設事業 ●それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ○計画 ●非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

　起震車を活用した防災教室や救急法講習会等を実施し、区民の防災知識、技術の習得と防災意識の高揚
を図ることにより、災害発生時の区民及び地域の防災行動力を向上させることにより、災害による区民の
生命，財産の被害軽減を図る。

区民、事業所、防災区民組織、防災関係機関

１ 救急法講習会：防災センターを活用し、区民の救急技術の習得機会を設け、災害時の人的被害の抑制
   を図る。
２ 防災教室：区民や事業所、学校等の要請に応え出動するほか、区内で行われるイベント等に参加し、
   地震訓練体験者の拡大を図る。
３ 防災とボランティア週間事業：地震災害の記録や阪神・淡路大震災の再認識、区の防災対策等を
   通じ、区民及び防災区民組織等の防災意識の高揚を図る。

１救急法講習会
　昭和５５年度　事業開始
　平成１０年度　防災センター事業として整理
２　防災教室
　昭和５４年度　起震車を導入し事業開始
　平成　２年度　起震ハウス伸縮型の起震車
                に買替
　平成１０年度　防災センター事業として整理
  平成１４年度　天然ガス仕様起震車購入

３　防災とボランティア週間事業
　平成　７年度　　事業開始
　平成１６年度～　防災グッズあっせんを庁舎エレ
　　　　　　　　　ベーターホールで実施

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

41
9,328

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

6,504

起震車体験者数 7,827

事項名
24

9,2957,877
12 30

7,681
32

7,127

13年度
上級救命講習会受講者数 15

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度18年度

13,765

13,765
13,765

13,765

13,229

12,810
12,375
854

13,229
10

8,455

6,376
6,300
2,155

8,455
25

6,756

6,915
6,756

6,756

6,402

6,402

26,231

荒川区立防災センター条例
根拠
法令等

10

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

災害時における体制の強化[11-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

事業費（04-84-66-01）

事務事業の種類

課長名

6,504

都（特定財源）

  震災に対して最も大切な考えが「自らの身は自らで守る、自分達の街は自分達で守る」という「自助」
の考えである。発災時その考えを実践できるように日頃から起震車体験の実施や救急法を身に付けること
は必要である。

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
26,231

①決算額（19年度は見込み）
予算額

6,504

6,598

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

区民生活部防災課
内線 ４９２海老沼　保和担当者名

防災センター事業費

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名

26,231
6,71627,750
6,402

17年度16年度15年度14年度

03-06-19



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2

①

②

③

問
題
点
・
課
題

（
指
標
分
析
）

（ 区 区）

①

②

③

議
会
質
問
状

況
（
要
旨
）

他
区
の
実

施
状
況

未実施実施

①平成１７年度末に区は、区施設１１２施設にＡＥＤを設置した｡区職員はＡＥＤの操作法を含めた上級救
命講習を３年の間に全員受講する。一般区民もより多くの人がＡＥＤ操作を含めた救命法ができるよう、上
級救命講習会の機会を増やす必要がある。
②防災教室の充実が必要である。

　消防署で実施している上級救命講習会の他に、区で
主催する講習会の機会を増やす｡

　より多くの区民がＡＥＤを活用した救命法の知識を
習得できる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

地域の防災意識を高めることにより、発災時における
現在を図る。

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）

起震車保守点検
重量税 76

節・細節
平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

105

非常勤職員報酬 11,738
社会保険料

非常勤職員報酬

起震車消耗品等

1,401
起震車燃料 34
起震車消耗品等 487

社会保険料
5,562
648
28
138

金額（千円）

自動車リサイクル料金 6
起震車消耗品等 256
起震車燃料 37

主な事項
10,721
1,279

報酬
共済費
光熱水費

非常勤職員報酬
社会保険料
起震車燃料

役務費
一般需用費

委託費
公課費

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

上級救命講習会受講者 200名

9,328 9,400

受講者延べ人数

9,500名 起震車利用延べ人数

30 24 41 50

7,681 9,295

Ｃ

前年度設定

起震車利用者数

講座等を充実し、防災意識の向上を図る。

問題点・課題の改善策検討

20

地域の防災力の向上をテーマにした講座を実施する。

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

B

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

03-06-19



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

● （○ ● ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
○有●無
○法令基準内 ○都基準内 ●区独自基準 ●計画 ○非計画

（●直営 ○一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

863

区民の生命・財産を守るとともに災害による被害を軽減させるため、災害時における初動態勢の充実を図
る。

区民、防災区民組織、防災関係機関

【救急法講習会の実施】防災センターを活用し、区民の救急技術の習得機会を設け、災害時の人的被害の抑制を図
る。
【全職員を対象とした救命講習会の実施】　職員がいつでも、どこでも、だれでも、怪我の手当や応急救命活動が行
えるよう、簡易医療品を装備させるとともに、３年計画で全職員に救命講習会（上級）を受講させる。
【特別機動チームの装備】　震度４以上で自動参集する特別機動チームはPHS等を携帯し、バイク等により情報収集
を行う。
【特別非常参集職員の増員】　震度５以上で自動参集する特別非常参集職員を区内居住者等約500名を対象に増員す
る。
【災害用資器材の整備】　消防署や警察署でも活用できる災害用資器材の充実を図る。
【災害時用ホームページの構築】区民に必要な情報を速やかに提供するため､災害発生時、区のホームページのトッ
プページを災害時ホームページに切り替わるように構築する。
【緊急地震速報の導入】気象庁の緊急地震速報を活用した地震情報伝達システムを公共施設に試験導入する。

平成17年7月23日　千葉県北西部地震発生荒川区最大震度４（都内最大震度5強：足立区）
平成17年8月24日　初動態勢の見直し（震度４で参集する特別機動チームの指定，特別非常参集職員の増
　　　　　　　　　員）を庁議報告
平成17年9月20日　第一回防災関係機関会議にて、区長、消防署長、警察署長の意見交換
平成17年10月　　　予算要求

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

413

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

事項名 13年度
上級救命技能認定取得者数（累計）

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度18年度

18,336

18,336
18,336

18,336

59,630

73,086
54,933
4,697

59,630
55

0

0

0

0

0

0

0

荒川区災害対策本部条例
根拠
法令等

18

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
終期設定

年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

災害時における体制の強化[11-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

災害時における初動態勢の充実　04-85-50-01

事務事業の種類

課長名

0

都（特定財源）

いつ発生してもおかしくない大地震に対し区民の安全安心を確保するため、早急に初動態勢の充実を図る
必要がある。必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0
【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

区民生活部防災課
内線 492尾澤　雄一担当者名

災害時における初動態勢の充実

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名

17年度16年度15年度14年度

03-06-20



事務事業分析シート（平成１９年度）
No2
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未実施実施

発災時における災害対策活動は、全職員が一丸となり取り組むべき性格上、職員にいかに初動態勢を周知徹
底させるかが課題。
災害対策活動上、必要とされる資器材は防災区民組織・警察・消防・区においてそれぞれ整備しているが、
区の全体の所有量を把握した上で、必要性に伴いさらに整備していく。

災対マニュアルの整備及び訓練
災害時に、各所管が行う任務をマニュアル化し、それ
を繰り返し訓練することでいざというときに職員の迅
速な対応が可能となる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

区全体の総数として不足している資器材を購入し、災
害時に迅速に災害対策活動に移行できるようになる。

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）
節・細節

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

上級救命講習会（450人分） 1,397職員装備用簡易医療セット等

資器材の充実 16,159

原動機付自転車保険料
0
0
0
0

金額（千円）

情報収集バイク等 9,335

災害時用ホームページ構築等 2,915

主な事項
19,580

58
一般需用費

役務費
委託料
備品購入費

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

上級救命技能認定証取得者 1600区職員の救命講習会の受講者数(累計）－ － 413
863
予定

B

前年度設定

応急活動態勢整備事業との整合性を図りつつ、計画的な充実を図る。

問題点・課題の改善策検討

資器材の整備

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

B

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

03-06-20



事務事業分析シート（平成１９年度）
No1

● （○ ● ） ○建設事業 ○それ以外の継続事業
○ ●
●有○無
●法令基準内 ○都基準内 ○区独自基準 ○計画 ●非計画

（○直営 ●一部委託 ○全部委託 ） （直営の場合 ●常勤 ○非常勤 ○臨時職員 ）

経過

　マップを使って大規模水害等の危険性を区民に周知し、日頃からの備えについて啓発するとともに、避
難等の対策をする際の一助とする。

　区民、事業者、防災関係機関

【記載内容】
　・浸水想定区域及び浸水深
　・過去3年間の主な内水氾箇所
　・避難時の危険箇所・河道から堤内地の横断図
　・水害に対する心構え・注意点　等
【作成部数】
　・区報特集号100,000部
【配布方法】
　・新聞折込による各戸配布するとともに、公共施設、駅、コンビニ、公衆浴場等での配布を行った。
　また、聴覚障がい者向けに、声の区報も作成している。

平成 6年     「洪水ハザードマップ作成の推進」及び「洪水ハザードマップ作成要領」の通知
平成13年6月「水防法」の一部改正により、洪水ハザードマップ作成が促進される。
平成17年7月「水防法」の一部改正により、洪水予報等の伝達方法や避難場所などについて、これらを記
　　　　　　載した洪水ハザードマップ等による住民への周知を市町村に義務付けられた。

目的

対象者
等

内容

（単位：千円）

実
績
の
推
移

作成・配布

予
算
・
決
算
額
等
の
推
移

0

事項名 13年度
ハザードマップ

17年度 18年度 19年度14年度 15年度 16年度

19年度

600
600

18年度

0

0
0

0

3,224

3,693
2,716
1,708

4,424
20

0

0
0
0

0
0

0

0
0

0

0

0

0

水防法
根拠
法令等

18

行政評価
事業体系

安全安心都市[Ⅵ]
防災・防犯のまちづくり[11]政策

施策

開始年度
18終期設定
年度平成昭和
年度

一般財源
その他（特定財源）

事務事業名

災害時における体制の強化[11-01]

実施基準
分野

事務事業を構成する小事業名
及び予算事業コード（19年度）

洪水ハザードマップ作成事業（04-86-50-01）

事務事業の種類

課長名

0

都（特定財源）

必要性

実施
方法

13年度

国（特定財源）
0

①決算額（19年度は見込み）
予算額

0

0

【事務分担量】（％）
合計（①＋②）

②人件費

区民生活部防災課
内線 492和田　崇

　専門業者への委託。

担当者名
洪水ハザードマップ作成事業

新規事業 19年度 18年度

計画区分

村松　猛部課名

0
00
0

17年度16年度15年度14年度

03-06-21



事務事業分析シート（平成１９年度）
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他
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状
況 　区版の洪水ハザードマップの作成の有無の状況

未実施実施

　大部分で浸水が予想されるため、避難場所の確保に
ついて近隣区と調整する。

　避難所が確保されることにより、区民に対し、より
具体的な避難場所を指定できることで、より実効性の
ある洪水ハザードマップの作成が可能となる。

改善により期待する効果平成20年度以降に取り組む具体的な改善内容

予
算
・
決
算
の
内
訳

金額（千円）

平成18年度（決算）
節・細節

平成19年度（予算）
主な事項 金額（千円）

平成17年度（決算）
主な事項

事務事業の分類

0ハザードマップ特集号

0ハザードマップ調査作成

0
0

金額（千円）

声の区報、新聞折込等 311

主な事項
431

1,974
印刷製本費

委託料

指
　
　
　
　
標

事務事業の成果とする指標名

ハザードマップ作成、配布 ― 　作成、配布終了― ― 100 ―

Ｃ

前年度設定

　18年度作成終了

問題点・課題の改善策検討

18 5

指標に関する説明
指標の推移

目標値
(22年度)

―

分類についての説明・意見等
今年度設定

16年度 17年度 18年度 19年度

03-06-21




